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1.  22年12月期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 44,104 △2.1 2,256 87.4 2,199 77.6 550 6.8
21年12月期 45,066 △14.1 1,203 432.3 1,238 532.7 515 85.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 5.34 ― 2.8 4.7 5.1
21年12月期 6.05 ― 2.8 2.5 2.7
（参考） 持分法投資損益 22年12月期  84百万円 21年12月期  249百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 46,900 19,739 42.0 191.43
21年12月期 46,158 19,662 42.6 190.72
（参考） 自己資本   22年12月期  19,715百万円 21年12月期  19,642百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 2,706 △960 △2,425 5,644
21年12月期 2,701 494 △1,168 6,324

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― ― ― 3.00 3.00 309 49.6 1.5
22年12月期 ― ― ― 3.00 3.00 309 56.2 1.6
23年12月期 

（予想） ― ― ― 3.00 3.00 73.5

3.  23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

22,900 5.9 510 △62.7 460 △68.3 170 △83.5 1.65

通期 46,300 5.0 1,050 △53.5 960 △56.3 420 △23.6 4.08
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注)詳細は、21ページ「（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご参照ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 103,068,954株 21年12月期 103,068,954株
② 期末自己株式数 22年12月期  81,077株 21年12月期  79,527株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年12月期の個別業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 40,447 △2.0 2,195 96.6 2,089 130.5 502 141.1
21年12月期 41,252 △13.8 1,116 479.1 906 664.8 208 △8.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年12月期 4.88 ―
21年12月期 2.45 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 45,073 18,893 41.9 183.37
21年12月期 44,332 18,841 42.5 182.86
（参考） 自己資本 22年12月期  18,893百万円 21年12月期  18,841百万円

2.  23年12月期の個別業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成しております。実際の業績等は、事業を取り巻く経済情勢、市場の動向 
等に関わるリスクや不確定要因により予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、４ページをご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

21,300 7.4 490 △63.2 430 △67.1 150 △83.2 1.46

通期 42,900 6.1 1,000 △54.4 890 △57.4 380 △24.3 3.69
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当期におけるわが国経済は、景気の持ち直しにより企業収益に一部改善の兆しが見られたものの雇

用・消費は依然として厳しい状況であり、不透明感が強まる状況となりました。 

当油脂加工業界におきましては、期前半は堅調に推移したものの、夏場の猛暑による需要の減少およ

び年央から年末にかけての急速な油脂原料価格の高騰や消費者の低価格志向の一層の高まりにより、事

業を取り巻く環境は厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況のもと当社グループは、企業体質強化の足固めとして、生産、技術、営業が一体とな

り、市場ニーズを的確に捉えた製品開発と販売活動を強化するとともに、生産体制の効率化、物流業務

の効率化、販売体制の見直し等の業務改善に引き続き努めるなど更なるコスト低減を推進し、収益基盤

の強化に注力いたしました。 

この結果、売上高は441億4百万円（前期比2.1％減）、営業利益は22億5千6百万円（前期比87.4％

増）、経常利益は21億9千9百万円（前期比77.6％増）、当期純利益は5億5千万円（前期比6.8％増）と

なりました。 

  

≪油脂系事業≫ 

食用油脂事業につきましては、消費者の低価格志向に対応した値ごろ感のある製品の開発、さらには

低トランス酸化に対応した製品開発など、市場ニーズに即応した製品開発と販売活動を強力に推進いた

しました。また、消費者の安全志向の高まりを受け、AIB食品安全統合基準に沿った品質管理体制の強

化ならびに生産体制見直しによる物流費の削減などコスト削減に引き続き努めました。 

その結果、期前半においては、消費の緩やかな回復と内食化の後押しにより主力のマーガリン、ショ

ートニングが堅調に推移し、さらに重点拡販商品として注力した粉末油脂が着実に市場ニーズを捉え好

調に推移いたしました。また、低トランス酸化と美味しさを両立した新製品も売上げに寄与いたしまし

た。しかしながら期後半は、猛暑と残暑による影響から主要取引先である製パン業界、製菓業界、即席

麺業界、カレー業界において需要の減少と根強い消費者の低価格志向の影響を大きく受ける状況で推移

いたしました。 

工業用油脂事業につきましては、脂肪酸やグリセリンの販売が、自動車関連業界の回復と中国および

東南アジアの良好な経済環境により改善いたしました。また、生産部門においては、引き続き生産体制

の見直しによる効率化を図り収益の改善に努めました。 

その結果、売上高は374億6千1百万円（前期比3.3％減）、営業利益は15億8千3百万円（前期比97.6％

増）となりました。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

 ① 概況
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≪化成品事業≫ 

界面活性剤関連事業につきましては、紙・パルプ分野において家庭紙用薬剤が伸長するとともに、香

粧品・化粧品分野においてもクレンジング基剤が順調に推移しており、新商品としてファンデーション

用などの油性化粧品基剤の販売を開始いたしました。また、ISO9001の認証範囲を拡大し、品質管理体

制の強化に努めました。 

環境改善関連事業につきましては、国内の電子部品メーカー、メッキ業界の稼働率の回復傾向と海外

市場への展開により廃水用重金属処理剤の販売が増加するとともに飛灰処理剤についても堅調に推移い

たしました。 

その結果、売上高は63億9千9百万円（前期比4.6％増）、営業利益は5億円（前期比97.6％増）となり

ました。 

  

当社グループを取り巻く事業環境は、需要が低迷するなか、消費者の低価格志向による一層の競争激

化と油脂原料の国際市場における堅調な需要を背景に原料価格が高騰を続けており非常に厳しい状況で

推移すると思われます。 

このような状況のなかで、当社グループの次期連結業績予想および単独業績予想につきましては、以

下のとおりを見込んでおります。 

  

 
  

 ② 次期の見通し

(連結業績見通し) (単位：百万円)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成23年12月期 46,300 1,050 960 420

平成22年12月期 44,104 2,256 2,199 550

増減率 5.0％ △53.5％ △56.3％ △23.6％

(単独業績見通し) (単位：百万円)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成23年12月期 42,900 1,000 890 380

平成22年12月期 40,447 2,195 2,089 502

増減率 6.1％ △54.4％ △57.4％ △24.3％
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① 資産、負債および純資産の状況 

当期末の総資産は、前期末に比べ、7億4千2百万円増の469億円となりました。主な増加は、有価証券

5億円、原材料及び貯蔵品3億2千7百万円、繰延税金資産（固定資産）6億9千7百万円、供託金8億円であ

り、主な減少は、現金及び預金6億7千9百万円、有形固定資産8億4千2百万円であります。 

負債は、前期末に比べ、6億6千5百万円増の271億6千1百万円となりました。主な増加は、未払法人税

等7億7千9百万円、設備関係支払手形2億6千6百万円、訴訟損失引当金14億1千2百万円、その他（流動負

債）1億7千万円であり、主な減少は、短期借入金12億円、長期借入金8億9千1百万円であります。 

純資産は、前期末に比べ、7千7百万円増の197億3千9百万円となりました。主な増加は、利益剰余金2

億4千1百万円であり、主な減少はその他有価証券評価差額金1億4千3百万円であります。 

当期末の自己資本比率は、前期末の42.6％から42.0％に減少しました。また、１株当たり純資産額

は、前期末の190円72銭から191円43銭に増加しました。 

  

 ② キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ資金は6億7千9百万

円減少し、56億4千4百万円となりました。 

当期における活動ごとのキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において営業活動によって得られた資金は27億6百万円（前期は27億1百万円）となりました。こ

れは、主に税金等調整前当期純利益6億7千6百万円に減価償却費の加算16億3百万円および訴訟損失引当

金の増加14億1千2百万円による資金の増加に対し、供託金の支払8億円による資金の減少があったこと

によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において投資活動の結果、9億6千万円の資金の減少（前期は4億9千4百万円の資金の増加）とな

りました。これは、主に有価証券の償還17億9千9百万円および関係会社株式の売却8億2千5百万円によ

る資金の増加に対し、有価証券・投資有価証券の取得32億6千1百万円および生産設備の老朽化に伴う工

事等による有形固定資産の取得3億3千7百万円による資金の減少があったことによるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において財務活動の結果、24億2千5百万円の資金の減少（前期は11億6千8百万円の資金の減少）

となりました。これは、主に短期借入金の純減少額12億円および長期借入金の返済11億9百万円による

資金の減少があったことによるものです。 

  

(2) 財政状態に関する分析
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③ キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
（注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上さ

れている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キ

ャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

当社は、将来にわたり安定した配当の継続と、企業体質の強化のための内部留保の充実との均衡を図

っていくことを基本としております。 

 なお、当期の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、当期の期末配当金は１株当

たり３円を予定しております。また、次期の期末配当金は１株当たり３円を予定しております。 

  

(単位：百万円)

前期 当期 増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,701 2,706 5

投資活動によるキャッシュ・フロー 494 △960 △1,454

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,168 △2,425 △1,257

増減 2,027 △679 △2,706

現金及び現金同等物期末残高 6,324 5,644 △679

平成18年12月期平成19年12月期平成20年12月期平成21年12月期平成22年12月期

自己資本比率（％） 38.3 35.4 32.5 42.6 42.0

時価ベースの自己資本比率（％） 38.5 33.2 21.0 31.0 28.8

キャッシュ・フロー       
対有利子負債比率（年）

16.2 25.5 24.0 4.6 3.8

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

3.6 2.2 2.3 6.2 9.9

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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決算短信に記載した経営成績および財政状態等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、本決算発表日（平成23年２月14日）現在において当社グループが判

断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。 

  

当社グループは、海外からパーム油等の油脂原料を仕入れているため、原材料用油脂の市況および為

替相場が、当社グループの原材料の仕入価格に影響を与えます。 

当社グループの製品は、主に製菓・製パンおよび食品加工メーカー向けの業務用製品であるため、原

材料の仕入価格に著しい変動があった場合、納入先ユーザーとの価格改定に多少の時間が必要となり、

原材料の仕入価格の上昇を販売価格に転嫁するのに時間差が生じた場合は、当社グループの業績および

財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社グループでは、換算時の為替レートが予想を超えて大幅に変動した場合には、外貨建取引から発

生する資産等の日本円換算額に影響を与える可能性があり、当社グループの業績および財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。  

  

当社グループでは、ISO・HACCPおよびAIB食品安全統合基準（米国製パン研究所が制定した管理シス

テム）の認証を取得し、国際標準規格にしたがって各種製品を製造しております。また、トレーサビリ

ティーシステムの構築を進める等品質管理に万全な体制で取り組んでおります。 

しかしながら、社会全般にわたる食品の安全性問題が発生した場合、当社グループの業績および財務

状況に悪影響を及ぼす可能性があります。  

  

当社グループは、工場における地震等の自然災害について、「災害対策マニュアル」を作成する等万

全の安全対策を講じております。  

しかしながら、万一、大規模災害が発生した場合には、生産設備の損壊、生産活動の停止等により、

当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。  

  

当社グループの退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の

期待運用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なった場合、将来期間にお

いて認識される費用および計上される債務に影響を及ぼします。  

年金資産の運用利回りの悪化や割引率の低下等は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

  

当社グループは、事業活動の遂行にあたり法令遵守などコンプライアンス経営に努めておりますが、

事業活動のなかで重要な訴訟等が提起され当社グループに不利な判断がなされた場合には、当社グルー

プの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 事業等のリスク

① 原材料の仕入価格変動

② 為替レートの変動

③ 食品の安全性

④ 地震等の自然災害

⑤ 退職給付債務

⑥ 重要な訴訟等
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当社の企業集団は、当社、子会社４社、関連会社４社および関連当事者（主要株主）２社で構成され、

天然油脂を原料ベースとした食用油脂、工業用油脂、各種脂肪酸、石鹸等の製造ならびに販売および化成

品、環境関連製品等の製造ならびに販売を主な事業内容とし、さらに、各事業に関する物流およびこれら

に附帯するサービス業務等の事業活動を展開しております。 

  

当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントは次のとおりであります。 

  

（１）油脂系事業   

食用油脂は、当社が製造し、需要家および代理店に販売しております。この代理店に連結子会社のミ

ヨシ商事㈱が含まれております。 

関連当事者（主要株主）の山崎製パン㈱に、代理店を経由し製品を販売しております。また、関連当

事者（主要株主）の日清オイリオグループ㈱より、主に商社等の代理店を経由して油脂原料を購入して

おります。 

関連会社の日本マレット㈱は、当社が海外技術導入に際し締結した合弁事業契約に基づき設立したも

のであります。 

工業用油脂、各種脂肪酸は、当社が製造し、需要家および代理店に販売しております。 

持分法適用関連会社のセキセイＴ＆Ｃ㈱は、当社の脂肪酸を一部原料とし、石鹸等の製造ならびに販

売を行っております。 

石鹸については、持分法適用関連会社のミヨシ石鹸㈱が製造ならびに販売を行っており、工業用石鹸

については、当社が販売しております。 

  

（２）化成品事業    

当社が化成品ならびに環境関連製品を製造し、需要家および販売代理店に販売しております。 

  

（３）その他 

非連結子会社の㈱共栄商会は、主に当社の原料の供給業務、連結子会社のミヨシ物流㈱は、当社製品

の物流業務、非連結子会社のミヨシ保険サービス㈱は、当社グループの保険代理業務を行っており、持

分法適用関連会社の日本タンクターミナル㈱は、主に油脂原料を扱う倉庫業および港湾輸送業等を行っ

ております。 

  

2. 企業集団の状況
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 事業の系統図は、次のとおりです。 

  

 

  

(注) 当社が海外市場で事業展開するため締結した合弁事業契約に基づき設立したミヨシインターナショナルコーポ

レーションについて、平成22年７月15日に株式を譲渡したため、同社及びその子会社である天津吉好食品有限

公司は、関係会社に該当しないこととなりました。 
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理念とビジョンに基づく経営の推進 

  

[理念] 

私達の使命 

現場から常に学び、絶えざる研鑽により日々向上する。 

お客様に役に立つ優れた製品とサービスを生み出すことで、より高い信頼を築く。 

よって社会に貢献することを使命とする。 

  

[ビジョン] 

「健康」と「環境」をキーワードに、『より高い次元のモノ作り企業』を目指す。 

  

当社グループは、株主資本の効率的運用による投資効率の高い経営を図るため、自己資本当期純利益

率（ROE）5.0％以上を目標経営指標としております。 

  

企業間競争の激化により市場環境が厳しさを増すなか、揺ぎない経営基盤を確立するために、当社グ

ループは「健康」と「環境」をキーワードに、『より高い次元のもの作り企業』を目指しております。

徹底的なコストダウンと構造改革の実施、付加価値の高い事業領域に絞った施策の立案、実行さらに

は成長戦略の基盤となる技術の種まきから開発まで強力に推進いたします。 

  

油脂原料の国際市場における旺盛な需要を背景に原料価格が高騰を続けているなか、国内需要が低迷

し、且つ消費者の低価格志向により競争が一層激化しており、当社グループを取り巻く事業環境は非常

に厳しい状況で推移するものと予想されます。 

このような厳しい経営環境ではありますが、中期経営計画に基づき、付加価値の高い競争力ある製品

開発に努めるとともに、営業改革をはじめとする業務改善活動を引き続き行い更なるコストの削減を推

し進め、一方で必要に応じ販売価格の是正を精力的に実施することにより収益を確保して参ります。 

なお、確固たる事業基盤の構築のために設備投資の３ヵ年計画を策定し、食用油脂事業の生産設備関

係に27億円、技術開発関係に3億円を予定しておりますが、その資金は平成21年10月26日発表の第三者

割当増資等による調達資金を充当する予定であります。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,324 5,644

受取手形及び売掛金 12,606 12,672

有価証券 － 500

商品及び製品 1,950 2,035

仕掛品 475 523

原材料及び貯蔵品 1,407 1,734

繰延税金資産 30 92

その他 246 162

貸倒引当金 △16 △17

流動資産合計 23,025 23,350

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 15,313 15,283

減価償却累計額 △9,904 △10,270

建物及び構築物（純額） 5,409 5,013

機械装置及び運搬具 30,191 29,966

減価償却累計額 △26,230 △26,577

機械装置及び運搬具（純額） 3,961 3,389

土地 4,566 4,548

建設仮勘定 2 139

その他 2,090 2,058

減価償却累計額 △1,844 △1,805

その他（純額） 246 252

有形固定資産合計 14,186 13,343

無形固定資産 402 315

投資その他の資産

投資有価証券 6,986 6,874

長期貸付金 52 43

繰延税金資産 749 1,446

供託金 － 800

その他 791 763

貸倒引当金 △36 △36

投資その他の資産合計 8,544 9,891

固定資産合計 23,132 23,550

資産合計 46,158 46,900
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,143 9,241

短期借入金 4,175 2,975

1年内返済予定の長期借入金 1,074 1,056

未払法人税等 29 808

設備関係支払手形 271 538

その他 1,208 1,378

流動負債合計 15,902 15,997

固定負債

長期借入金 7,075 6,183

繰延税金負債 18 17

退職給付引当金 2,804 2,831

役員退職慰労引当金 502 520

訴訟損失引当金 － 1,412

その他 193 197

固定負債合計 10,593 11,163

負債合計 26,495 27,161

純資産の部

株主資本

資本金 9,015 9,015

資本剰余金 5,492 5,492

利益剰余金 4,552 4,793

自己株式 △22 △22

株主資本合計 19,036 19,277

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 580 437

為替換算調整勘定 24 －

評価・換算差額等合計 605 437

少数株主持分 20 24

純資産合計 19,662 19,739

負債純資産合計 46,158 46,900
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(2)【連結損益計算書】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 45,066 44,104

売上原価 37,784 35,620

売上総利益 7,281 8,483

販売費及び一般管理費 6,077 6,227

営業利益 1,203 2,256

営業外収益

受取利息 11 9

受取配当金 112 116

持分法による投資利益 249 84

受取保険金 68 －

その他 130 101

営業外収益合計 571 311

営業外費用

支払利息 446 278

為替差損 － 42

その他 90 47

営業外費用合計 537 368

経常利益 1,238 2,199

特別利益

貸倒引当金戻入額 3 －

有形固定資産売却益 57 1

投資有価証券売却益 389 34

関係会社株式売却益 － 41

その他 3 2

特別利益合計 453 80

特別損失

有形固定資産除却損 41 73

有形固定資産売却損 32 0

投資有価証券評価損 158 12

たな卸資産評価損 764 －

訴訟損失引当金繰入額 － 1,412

その他 6 104

特別損失合計 1,004 1,603

税金等調整前当期純利益 688 676

法人税、住民税及び事業税 43 785

法人税等調整額 125 △663

法人税等合計 168 122

少数株主利益 4 4

当期純利益 515 550
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,541 9,015

当期変動額

新株の発行 1,473 －

当期変動額合計 1,473 －

当期末残高 9,015 9,015

資本剰余金

前期末残高 4,018 5,492

当期変動額

新株の発行 1,473 －

当期変動額合計 1,473 －

当期末残高 5,492 5,492

利益剰余金

前期末残高 4,283 4,552

当期変動額

剰余金の配当 △247 △308

当期純利益 515 550

当期変動額合計 268 241

当期末残高 4,552 4,793

自己株式

前期末残高 △21 △22

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △22 △22

株主資本合計

前期末残高 15,821 19,036

当期変動額

新株の発行 2,947 －

剰余金の配当 △247 △308

当期純利益 515 550

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 3,215 241

当期末残高 19,036 19,277

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 767 580

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△186 △143

当期変動額合計 △186 △143

当期末残高 580 437
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △24 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

24 －

当期変動額合計 24 －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定

前期末残高 46 24

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△22 △24

当期変動額合計 △22 △24

当期末残高 24 －

評価・換算差額等合計

前期末残高 789 605

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△183 △167

当期変動額合計 △183 △167

当期末残高 605 437

少数株主持分

前期末残高 15 20

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4 4

当期変動額合計 4 4

当期末残高 20 24

純資産合計

前期末残高 16,626 19,662

当期変動額

新株の発行 2,947 －

剰余金の配当 △247 △308

当期純利益 515 550

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △179 △163

当期変動額合計 3,035 77

当期末残高 19,662 19,739
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 688 676

減価償却費 1,679 1,603

有形固定資産除却損 41 73

貸倒引当金の増減額（△は減少） △29 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △146 27

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） － 1,412

受取利息及び受取配当金 △123 △126

支払利息 446 278

為替差損益（△は益） 9 42

持分法による投資損益（△は益） △249 △84

投資有価証券売却損益（△は益） △389 △34

関係会社株式売却損益（△は益） － △41

売上債権の増減額（△は増加） 2,201 △65

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,280 △460

仕入債務の増減額（△は減少） △3,442 97

その他 255 197

小計 3,222 3,597

利息及び配当金の受取額 131 165

利息の支払額 △436 △273

供託金の支払額 － △800

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △216 18

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,701 2,706

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △2,299

有価証券の償還による収入 － 1,799

投資有価証券の取得による支出 △35 △961

投資有価証券の売却による収入 768 61

関係会社株式の売却による収入 － 825

有形固定資産の取得による支出 △475 △337

無形固定資産の取得による支出 △23 △34

貸付金の回収による収入 182 －

その他 78 △13

投資活動によるキャッシュ・フロー 494 △960

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △6,800 △1,200

長期借入れによる収入 8,000 200

長期借入金の返済による支出 △1,047 △1,109

社債の償還による支出 △4,000 －

株式の発行による収入 2,926 －

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0

配当金の支払額 △247 △309

その他 － △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,168 △2,425

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,027 △679

現金及び現金同等物の期首残高 4,296 6,324

現金及び現金同等物の期末残高 6,324 5,644
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該当事項はありません。 

  

  

 
  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社および非連結子会社の

数と会社名

① 連結子会社 ２社

ミヨシ商事㈱

ミヨシ物流㈱

(1) 連結子会社および非連結子会社の

数と会社名

① 連結子会社 ２社

ミヨシ商事㈱

ミヨシ物流㈱

② 非連結子会社

ミヨシ保険サービス㈱

㈱共栄商会

② 非連結子会社

ミヨシ保険サービス㈱

㈱共栄商会

(2) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

非連結子会社２社は総資産額、売

上高、当期純損益および利益剰余

金(持分に見合う額)等の観点から

みていずれも小規模であり、全体

としても連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないので連結の範

囲から除外しております。

(2) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用会社の数および会社名

関連会社 ５社

セキセイＴ＆Ｃ㈱

ミヨシ石鹸㈱

日本タンクターミナル㈱

ミヨシインターナショナ

ルコーポレーション

天津吉好食品有限公司

(1) 持分法適用会社の数および会社名

関連会社 ３社

セキセイＴ＆Ｃ㈱

ミヨシ石鹸㈱

日本タンクターミナル㈱

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社・関連会社の数と会社名ならび

に持分法を適用しない理由 

非連結子会社は上記１(1)②の２

社であり、関連会社は日本マレッ

ト㈱の１社で、それぞれ当期純損

益および利益剰余金等に及ぼす影

響は軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社・関連会社の数と会社名ならび

に持分法を適用しない理由

同左

（持分法の適用範囲の変更）

ミヨシインターナショナルコーポレー

ションの株式を平成22年７月15日に譲

渡したことにより、平成22年６月30日

を基準日として、同社およびその子会

社である天津吉好食品有限公司を持分

法の適用範囲から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社ミヨシ商事㈱他１社の

決算日は、12月31日であり連結決

算日と同一であります。

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準

および評価方法

  

 

(イ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定)

 

 

(イ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…同左

時価のないもの…移動平均法に

よる原価法

時価のないもの…同左

(ロ)たな卸資産

商品及び製品、仕掛品、原材料及

び貯蔵品

…月次総平均法による原価法  

(貸借対照表価額については

収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定)

重要度の少ない貯蔵品の一部

…最終仕入原価法

(ロ)たな卸資産

商品及び製品、仕掛品、原材料及

び貯蔵品

…同左  

  

  

 

重要度の少ない貯蔵品の一部

…同左

(ハ)デリバティブ…時価法 (ハ)デリバティブ…同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(イ)有形固定資産(リース資産を除く)

…①平成19年３月31日以前に取

得したもの

旧定額法によっておりま

す。

②平成19年４月１日以降に取

得したもの

定額法によっております。
なお、耐用年数および残存
価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基
準によっております。

(イ)有形固定資産(リース資産を除く)

…①平成19年３月31日以前に取

得したもの

旧定額法によっておりま

す。

②平成19年４月１日以降に取

得したもの

定額法によっております。
なお、耐用年数および残存
価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基
準によっております。

（追加情報）  

法人税法の改正(所得税法等の一部を

改正する法律 平成20年４月30日 法

律第23号)を契機に見直しを行い、当

連結会計年度より、機械装置等に適用

する耐用年数を改正後の法定耐用年数

に変更しております。 

これにより、当連結会計年度の営業利

益、経常利益、税金等調整前当期純利

益がそれぞれ90百万円減少しておりま

す。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

(ロ)無形固定資産(リース資産を除く)

…定額法によっております。

なお、償却年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

(ロ)無形固定資産(リース資産を除く)

…同左

(ハ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用して

おります。

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年12月31日以前

のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

(ハ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金

貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(ロ)賞与引当金

同左

(ハ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。  

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定額法によ

り費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による定額法

により翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

(ハ)退職給付引当金

同左

(ニ)役員退職慰労引当金

当社および一部の連結子会社につ

いては、役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく支給

見積額を計上しております。

(ニ)役員退職慰労引当金

同左

――――― (ホ)訴訟損失引当金

訴訟に係る損失に備えるため、 

その経過等の状況に基づく損失負 

担見込額を計上しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

(4) 重要なヘッジ会計の方

法

(イ)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

また、金利スワップの特例処理の

要件を満たしている場合は、特例

処理を採用しております。

(イ)ヘッジ会計の方法

同左

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ 借入金の金利

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(ハ)ヘッジ方針

金利上昇リスクをヘッジする目的

で金利スワップを利用しており、

投機目的のためのデリバティブ取

引は行っておりません。

(ハ)ヘッジ方針

同左

(ニ)ヘッジ有効性評価方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額を基礎に判断し

ております。

ただし、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の

評価を省略しております。

(ニ)ヘッジ有効性評価方法

同左

(5) その他の連結財務諸表

作成のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。

同左

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲は、手許現金、随時引き

出し可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅

少のリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期的

な投資からなっております。

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成18年７月５日 最終改正平成20年９月26日

企業会計基準第９号)を当連結会計年度から適用し、評

価基準については、主として月次総平均法による原価法

から主として月次総平均法による原価法(貸借対照表価

額については収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定)に変更しております。  

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利

益が81百万円、経常利益が81百万円、税金等調整前当期

純利益が846百万円それぞれ減少しております。

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

―――――

 

 

 

（リース取引に関する会計基準等の適用）

 「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月18日

最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16

号）を当連結会計年度から適用し、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理に変更しております。

 また、リース資産の減価償却の方法については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方

法によっております。

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

 これに伴う損益に与える影響はありません。

 

―――――

 

 

 

―――――

 

 

 

（「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３)の適

用）

 当連結会計年度から「退職給付に係る会計基準」の一

部改正(その３)(企業会計基準第19号  平成20年７月31

日)を適用しております。

 これに伴う当連結会計年度の営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。
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(8)【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

（連結貸借対照表） 

 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日 内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲

記していたものは、当連結会計年度から「商品及び製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記してお

ります。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ2,389百万円、682百万円、3,042百万円であり

ます。 

―――――

（連結損益計算書）

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「受取保険金」は、営業外収益

総額の10/100を超えたため、当連結会計年度において区

分掲記することといたしました。 

 なお、前連結会計年度の「受取保険金」は3百万円で

あります。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、区分掲記しておりました

「受取保険金」は、営業外収益総額の10/100以下になっ

たため、当連結会計年度より、営業外収益の「その他」

に含めて表示することといたしました。 

 なお、当連結会計年度の「受取保険金」は、4百万円

であります。

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「為替差損」は、営業外費用総

額の10/100を超えたため、当連結会計年度において区分

掲記することといたしました。 

 なお、前連結会計年度の「為替差損」は9百万円であ

ります。

――――― （連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において「投資活動によるキャッシ

ュ・フロー」に区分掲記しておりました「貸付金の回収

による収入」は、重要性が減少したため、当連結会計年

度において「投資活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に含めて表示することといたしました。  

 なお、当連結会計年度の「投資活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含まれる「貸付金の回収に

よる収入」は19百万円であります。
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(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類、性質および製造方法に応じて、油脂系事業、化成品事業、その他にセグメンテー

ションしております。 

２ 各事業区分の主要製品等 

(1) 油脂系事業……マーガリン、ショートニング、ラード、粉末油脂、ホイップクリーム、その他食用加工油

脂、脂肪酸、グリセリン、工業用石鹸、その他工業用油脂、原料油脂等 

(2) 化成品事業……繊維用処理剤、消泡剤、香粧品原料、重金属捕集剤、重金属固定剤、その他各種界面活性

剤 

(3) その他…………不動産賃貸 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,168百万円であり、その主なものは、当社の長

期投資資金(投資有価証券)等であります。 

５ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）に記載

のとおり、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 最終改正平成

20年９月26日 企業会計基準第９号)を当連結会計年度から適用し、評価基準については、主として月次総

平均法による原価法から主として月次総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定)に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連

結会計年度の営業利益は油脂系事業で76百万円、化成品事業で4百万円それぞれ減少しております。 

６ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資

産の減価償却の方法(イ)有形固定資産（リース資産を除く）（追加情報）」に記載のとおり、法人税法の改

正(所得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日 法律第23号)を契機に見直しを行い、当連結会計

年度より、機械装置等に適用する耐用年数を改正後の法定耐用年数に変更しております。これにより、当連

結会計年度の営業利益は油脂系事業で101百万円およびその他で3百万円減少し、化成品事業で14百万円増加

しております。 

  

(9)連結財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

油脂系事業 
(百万円)

化成品事業
(百万円)

その他
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

38,721 6,118 226 45,066 ― 45,066

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

236 ― 141 377 (377) ―

計 38,957 6,118 367 45,443 (377) 45,066

営業費用 38,155 5,865 218 44,239 (377) 43,862

営業利益 801 253 149 1,203 (―) 1,203

Ⅱ 資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 35,993 5,779 2,216 43,990 2,168 46,158

減価償却費 1,265 292 120 1,679 ― 1,679

資本的支出 405 39 7 452 ― 452
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(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類、性質および製造方法に応じて、油脂系事業、化成品事業、その他にセグメンテー

ションしております。 

２ 各事業区分の主要製品等 

(1) 油脂系事業……マーガリン、ショートニング、ラード、粉末油脂、ホイップクリーム、その他食用加工油

脂、脂肪酸、グリセリン、工業用石鹸、その他工業用油脂、原料油脂等 

(2) 化成品事業……繊維用処理剤、消泡剤、香粧品原料、重金属捕集剤、重金属固定剤、その他各種界面活性

剤 

(3) その他…………不動産賃貸 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,397百万円であり、その主なものは、当社の長

期投資資金(投資有価証券)等であります。 

  

前連結会計年度および当連結会計年度については、該当事項はありません。(本国以外の国また

は地域に所在する連結子会社および在外支店はありません。) 

  

前連結会計年度および当連結会計年度については、海外売上高は、連結売上高の10％未満であり

ますので、記載を省略しております。 

  

リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者との取引、税効果会計、退職給付

等に関する注記事項については、決算短信における開示の重要性が大きくないと考えるため開示を省略

しております。 

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

油脂系事業 
(百万円)

化成品事業
(百万円)

その他
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

37,461 6,399 243 44,104 ― 44,104

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

392 ― 139 532 (532) ―

計 37,853 6,399 383 44,637 (532) 44,104

営業費用 36,270 5,899 211 42,380 (532) 41,848

営業利益 1,583 500 172 2,256 (―) 2,256

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 35,163 6,270 2,069 43,503 3,397 46,900

減価償却費 1,241 252 109 1,603 ― 1,603

減損損失 14 3 ― 17 ― 17

資本的支出 544 146 32 723 ― 723

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高

(開示の省略)
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該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

１株当たり純資産額 190円72銭 191円43銭

１株当たり当期純利益 6円05銭 5円34銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益は、潜在株式がないため記載して

おりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益は、潜在株式がないため記載して

おりません。

１株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 19,662百万円

純資産の部の合計額
から控除する金額

20百万円

(うち少数株主持分) (20百万円)

普通株式に係る期末
の純資産額

19,642百万円

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
期末の普通株式の数

102,989千株

１株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 19,739百万円

純資産の部の合計額
から控除する金額

24百万円

(うち少数株主持分) (24百万円)

普通株式に係る期末
の純資産額

19,715百万円

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
期末の普通株式の数

102,987千株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

連結損益計算書上の
当期純利益

515百万円

普通株式に係る
当期純利益

515百万円

普通株主に帰属しな
い金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の
期中平均株式数

85,201千株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

連結損益計算書上の 
当期純利益

550百万円

普通株式に係る 
当期純利益

550百万円

普通株主に帰属しな 
い金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の 
期中平均株式数

102,988千株

(重要な後発事象)

ミヨシ油脂（4404）平成22年12月期　決算短信

－25－



5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,659 4,983

受取手形 2,862 2,707

売掛金 9,230 9,415

有価証券 － 500

商品及び製品 1,915 2,001

仕掛品 475 523

原材料及び貯蔵品 1,407 1,734

前払費用 64 56

繰延税金資産 28 89

関係会社短期貸付金 10 －

その他 178 110

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 21,826 22,118

固定資産

有形固定資産

建物 13,224 13,204

減価償却累計額 △8,314 △8,641

建物（純額） 4,910 4,563

構築物 1,819 1,809

減価償却累計額 △1,400 △1,433

構築物（純額） 419 376

機械及び装置 30,098 29,880

減価償却累計額 △26,143 △26,496

機械及び装置（純額） 3,954 3,383

車両運搬具 76 71

減価償却累計額 △71 △66

車両運搬具（純額） 4 4

工具、器具及び備品 2,059 2,021

減価償却累計額 △1,825 △1,784

工具、器具及び備品（純額） 233 237

土地 4,430 4,412

建設仮勘定 2 139

有形固定資産合計 13,955 13,117

無形固定資産

特許権 45 60

借地権 133 133

商標権 18 15

ソフトウエア 129 38

その他 38 38

無形固定資産合計 366 287
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 5,055 5,705

関係会社株式 1,590 846

従業員に対する長期貸付金 52 43

破産更生債権等 － 3

長期前払費用 17 9

供託金 － 800

繰延税金資産 749 1,446

前払年金費用 555 514

その他 173 191

貸倒引当金 △11 △11

投資その他の資産合計 8,184 9,549

固定資産合計 22,505 22,955

資産合計 44,332 45,073

負債の部

流動負債

支払手形 1,287 1,278

買掛金 7,003 7,171

短期借入金 4,175 2,975

1年内返済予定の長期借入金 1,074 1,056

未払金 172 388

未払費用 656 715

未払法人税等 25 791

未払消費税等 261 80

預り金 98 154

設備関係支払手形 271 538

その他 4 4

流動負債合計 15,032 15,153

固定負債

長期借入金 7,075 6,183

退職給付引当金 2,746 2,771

役員退職慰労引当金 488 505

訴訟損失引当金 － 1,412

長期預り金 148 136

その他 － 16

固定負債合計 10,458 11,027

負債合計 25,491 26,180
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 9,015 9,015

資本剰余金

資本準備金 5,492 5,492

資本剰余金合計 5,492 5,492

利益剰余金

利益準備金 1,076 1,076

その他利益剰余金

別途積立金 2,030 2,030

繰越利益剰余金 690 884

利益剰余金合計 3,796 3,990

自己株式 △6 △6

株主資本合計 18,297 18,490

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 544 402

評価・換算差額等合計 544 402

純資産合計 18,841 18,893

負債純資産合計 44,332 45,073
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(2)【損益計算書】

（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 41,252 40,447

売上原価

製品期首たな卸高 2,348 1,915

当期製品製造原価 33,760 32,253

原材料売上原価 76 50

その他 210 203

合計 36,396 34,422

他勘定振替高 190 150

製品期末たな卸高 1,915 2,001

売上原価合計 34,290 32,271

売上総利益 6,962 8,176

販売費及び一般管理費 5,845 5,981

営業利益 1,116 2,195

営業外収益

受取利息 10 6

受取配当金 116 152

受取保険金 68 －

その他 128 101

営業外収益合計 323 260

営業外費用

支払利息 412 276

社債利息 32 －

売上割引 3 3

為替差損 － 42

その他 85 42

営業外費用合計 534 365

経常利益 906 2,089

特別利益

貸倒引当金戻入額 1 －

有形固定資産売却益 57 1

投資有価証券売却益 389 34

関係会社株式売却益 － 81

その他 3 1

特別利益合計 451 119

特別損失

有形固定資産除却損 41 72

有形固定資産売却損 32 0

投資有価証券評価損 158 12

たな卸資産評価損 764 －

訴訟損失引当金繰入額 － 1,412

その他 6 104

特別損失合計 1,004 1,602

税引前当期純利益 354 606

法人税、住民税及び事業税 27 765

法人税等調整額 118 △661

法人税等合計 145 103

当期純利益 208 502
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(3)【株主資本等変動計算書】

（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,541 9,015

当期変動額

新株の発行 1,473 －

当期変動額合計 1,473 －

当期末残高 9,015 9,015

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,018 5,492

当期変動額

新株の発行 1,473 －

当期変動額合計 1,473 －

当期末残高 5,492 5,492

資本剰余金合計

前期末残高 4,018 5,492

当期変動額

新株の発行 1,473 －

当期変動額合計 1,473 －

当期末残高 5,492 5,492

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,076 1,076

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,076 1,076

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,030 2,030

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,030 2,030

繰越利益剰余金

前期末残高 729 690

当期変動額

剰余金の配当 △247 △309

当期純利益 208 502

当期変動額合計 △38 193

当期末残高 690 884
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 3,835 3,796

当期変動額

剰余金の配当 △247 △309

当期純利益 208 502

当期変動額合計 △38 193

当期末残高 3,796 3,990

自己株式

前期末残高 △6 △6

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △6 △6

株主資本合計

前期末残高 15,388 18,297

当期変動額

新株の発行 2,947 －

剰余金の配当 △247 △309

当期純利益 208 502

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 2,908 193

当期末残高 18,297 18,490
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 722 544

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△178 △141

当期変動額合計 △178 △141

当期末残高 544 402

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △24 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

24 －

当期変動額合計 24 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 697 544

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△153 △141

当期変動額合計 △153 △141

当期末残高 544 402

純資産合計

前期末残高 16,086 18,841

当期変動額

新株の発行 2,947 －

剰余金の配当 △247 △309

当期純利益 208 502

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △153 △141

当期変動額合計 2,754 52

当期末残高 18,841 18,893
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該当事項はありません。 

  

   

   

 

   

 

   

(4)【継続企業の前提に関する注記】

6. その他

(1) 役員の異動（平成23年３月29日付）

① 代表者の異動：該当事項はありません。

② その他の役員の異動

 ・新任取締役候補者

取締役
現・山崎製パン㈱執行役員 

生産統括本部長
飯 島 佐知彦 

 ・退任予定取締役

取締役 山 本 和 明

 ・昇格

取締役常務執行役員

油化事業本部長

現・取締役執行役員

油化事業本部長
横 溝   修

現・取締役執行役員

食品担当兼食品技術生産本部長

取締役常務執行役員

食品担当兼食品技術生産本部長
三 木 勝 喜

 ・新任執行役員

執行役員

資材部長
現・資材部長 吉 田 雅 俊

現・食品営業本部営業第一部長
執行役員

食品営業本部営業第一部長
廣 田 晴 一

 ・退任執行役員

執行役員

食品営業本部副本部長

兼業務部長

小柳津 和 雅
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